
日本アルコン株式会社から申請があった確約計画の認定について 

令和３年３月２６日 

公 正 取 引 委 員 会 

公正取引委員会は，日本アルコン株式会社（以下「日本アルコン」という。）から

独占禁止法第４８条の７第１項の規定に基づき申請された確約計画が，独占禁止法の

規定に違反する疑いのある後記２(1)の行為が排除されたことを確保するために十分な

ものであり，かつ，その内容が確実に実施されると見込まれるものであると認め，本

日，同法第４８条の７第３項の規定に基づき当該計画を認定（注１）（注２）した。 

当該申請は，公正取引委員会が同法第４８条の６の規定に基づき令和３年１月７日

に行った，日本アルコンの後記２(1)の行為が同法第１９条（不公正な取引方法第

１２項〔拘束条件付取引〕）の規定に違反する疑いがある旨の通知を受けた日本アル

コンによって，確約計画の認定を求めてなされたものである。 

なお，本認定は，公正取引委員会が日本アルコンの当該行為が独占禁止法の規定に

違反することを認定したものではない。 
（注１） 確約計画の認定は，確約手続に係る通知を受けた事業者から申請された確約計画を公正取引委員会が

認定するという，独占禁止法に基づく行政処分である。 

（注２） 公正取引委員会は，認定した確約計画の内容が実施されていないなどの場合には，独占禁止法第

４８条の９第１項の規定により当該認定を取り消し，確約手続に係る通知を行う前の調査を再開するこ

ととなる。 

１ 申請者の概要 

法 人 番 号 2010401059079 

名 称 日本アルコン株式会社 

所 在 地 東京都港区虎ノ門一丁目２３番１号 

代 表 者 代表取締役 リチャード・コズロスキー 

２ 違反被疑行為の概要等 

(1) 疑いの理由となった行為の概要 

ア 日本アルコンは，自社の一日使い捨てコンタクトレンズ，二週間頻回交換コ

ンタクトレンズ及び一か月定期交換コンタクトレンズ（以下「自社の一日使い

捨てコンタクトレンズ等」という。）の販売に関し，小売業者に対して，広告

への販売価格の表示を行わないように要請していた。 

イ 日本アルコンは，自社の一日使い捨てコンタクトレンズ等の販売に関し，小

売業者に対して，医師の処方を受けた者（注３）にインターネットによる販売を行

わないように要請していた。 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局審査局第五審査 

電話 ０３－３５８１－１７７９（直通） 

ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 



(2) 違反する疑いのあった法令の条項 

日本アルコンの前記(1)ア及びイの行為は，それぞれ，不公正な取引方法の第

１２項に該当し独占禁止法第１９条の規定に違反する疑いがある。 

（注３） 「医師の処方を受けた者」とは，医療機関を受診して，コンタクトレンズの製品名，規格，有効期

間等が記載された指示書の交付を受けた者を指す。 

３ 確約計画の概要 

(1) 次の事項を取締役会において決議すること。 

ア 前記２(1)ア及びイの行為を既に行っていないことを確認すること。 

イ 前記２(1)ア及びイの行為と同様の行為を行わないこととし，この措置を今後

３年間実施すること。 

(2) 前記(1)に基づいて採った措置を，自社の一日使い捨てコンタクトレンズ等の小

売業者及び販売代理店に通知するとともに，一般消費者に周知し，かつ，自社の

従業員に周知徹底すること。 

(3) 前記２(1)ア及びイの行為と同様の行為を行わないこととし，この措置を今後３年

間実施すること。 

(4) 次の事項を行うために必要な措置を講じること。 

ア 自社の一日使い捨てコンタクトレンズ等の販売活動に関する独占禁止法の遵

守についての，本件違反被疑行為の独占禁止法上の問題点等を記載した，行動

指針の趣旨を明確にした文書の作成並びに同文書及び行動指針の自社の従業員

に対する周知徹底 

イ 自社の一日使い捨てコンタクトレンズ等の販売活動に関する独占禁止法の遵

守についての，自社の一日使い捨てコンタクトレンズ等の営業担当者に対する

定期的な研修及び法務担当者又は外部専門家による定期的な監査 

(5) 前記(1)，(2)及び(4)の措置の履行状況を公正取引委員会に報告すること。 

(6) 前記(3)の措置及び(4)イに基づいて講じた措置の履行状況を，今後３年間，毎年，

公正取引委員会に報告すること。 

４ 確約計画の認定 

公正取引委員会は，前記３の計画が独占禁止法に規定する認定要件のいずれにも

適合すると認め，当該計画を認定した。 


